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１ 重点目標の達成計画 

 

令和７年度重点目標 達成計画・取組方法 

１．学生募集の強化 

  新入生５３名確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．退学率の抑制 

  中途退学率４％以下 

 

 

 

 

３．教員の教育能力向上 

 

 

 

 

 

 

４．国家試験合格率の向上 

  合格率９２％以上（新卒） 

 

 

 

 

 

 

 

５．就職率の維持 

  就職率１００％を維持 

１． 

（１）スポーツトレーナー養成コースを全面に打出し、

高校訪問・部活動訪問により高等学校及び部活動

顧問と連携強化を図り、教職員一丸となり学生募

集に尽力する。 

（２）グループ大学への編入学及び専門学校への再進学

制度によるスケールメリットを最大限に活用し

た広報展開を図る。 

（３）高校内・会場形式ガイダンスに積極的に参加し、

直接接触の機会を最大限に生かし来校促進へ結

び付ける。 

（４）ホームページへの流入強化策としてＳＥＯ・ＭＥ

Ｏ対策を強化し、認知度及び接触機会の向上を図

る。さらに顕在化した対象者に対してローカルタ

ーゲティング広告にて自校ホームページへ誘導

し、入学確度の高い対象者のイベント参加を促

す。 

（５）オープンキャンパスの実施要領を見直し、学生ス

タッフを前面に押し出した活気ある雰囲気づく

りにより出願率の向上に努める。 

２． 

（１）学年や学生の特性に応じた指導計画を作成すると

ともに、担任による学生個別面談及び保護者面談

で継続的な心情把握を実施する。 

（２）外部委託のスクールカウンセリングを活用し、学

生の抱える悩みの多様化に対応し、早期かつ有効

な対策を講じる。 

３． 

（１）目標を定め、継続的に自己を評価してスキルアッ

プを図る。 

（２）学生による授業評価を実施して授業内容、教育技

法等の改善に努める。 

（３）各種研修会参加、校内勉強会等により教育能力の

向上を図る。 

４． 

（１）学生の学習に臨む意欲を増進させ、学習成果が向

上するよう指導体制の強化を図る。 

（２）個別能力の把握と能力に応じた継続的な指導を実

施する。 

（３）校外・校内模試等を実施し、国家試験受験への意

識を高め合格率向上に努める。 

（４）フォローアップ講座や国家試験対策講座等の早期

実施により学力向上を図る。 

５． 

（１）企業説明会、就職セミナーの成果分析による 

   実施要領の最適化を図る。 

 

 



２ 重点目標に関する自己評価 

 

令和７年度重点目標 達成状況 評価及び今後の課題 

１．学生募集の強化 

  新入生５３名確保 

１．新入生３１名 

 

１．６０名の入学定員に 

対し５２％の充足率。 

オープンキャンパスで 

は、学生スタッフを前 

面に押し出し活気ある 

雰囲気づくりを行い出 

願率向上に努めた。Ｈ 

Ｐへの流入強化(ＳＥ 

Ｏ･ＭＥＯ)を行い、入 

学確度の高い対象者の 

イベント参加を促す。 

２．退学率の抑制 

  中途退学率４％以下 

２．退学者６名 

  退学率６．７％ 

２．直近３年間の退学率 

6.4%→0％→13.0%と前 

年より退学率は抑制さ 

れたが、心身の不調や 

進路変更で１年次での 

退学が続いている。在 

籍者数が定員の５０％ 

である事から目標達成 

に向けた対策が必要。 

３．教員の教育能力向上 ３．学生個別面談でのヒ

アリングでは、各教

員が理解しやすい魅

力のある授業を実施

しているとの評価を

得た。教育能力の更

なる向上に努める。 

３．継続的な指導力育成 

･能力向上を図るため、

教員の研修会等への参

加を計画･実施する。 

４．国家試験合格率の向上 

  合格率９２％以上 

（新卒） 

４．合格率 ８０．０％ 

全国平均９０．３％ 

４．放課後のフォローア

ップで学力不振者の補

習を行うとともに、国

家試験対策講座等を行

ったが目標値は達成で

きなかった。校内模試

の増加やＡＩの活用な

ど、合格率向上に向け

た学生サポートの拡充

を図っていく。 

５．就職率の維持 

  就職率１００％を維持 

５．就職率１００％ 

（就職希望者） 

５．体験型就職ガイダン

スで学生の希望に沿っ

た企業を招致し、就職

率１００％を維持する

とともに「国家資格＋

スポーツ」に関わる業

種の開拓を図る。 



３ 評価項目の達成及び取組状況 

（１）教育理念・目標 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・学校の理念・目的・育成人材像は定められているか 

（専門分野の特性が明確になっているか） 
４  ３  ２  １ 

・社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱い

ているか 
４  ３  ２  １ 

・学校の理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などが 

 学生・保護者等に周知されているか 
４  ３  ２  １ 

・教育目標、育成人材像は、学科等に対応する業界の 

 ニーズに向けて方向付けられているか 
４  ３  ２  １ 

 
① 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校の教育目標・育成人材像・将来構想等については「スポーツトレーナー＋柔道整復師国家

資格」で、スポーツ・医療業界で活躍できる人材「スポーツトレーナーのスキルを持った柔道

整復師の養成」をコンセプトに、社会・業界・時代のニーズに対応した方向付けを行っている。 

また、学校の理念・目的・育成人材像については、事業計画等で明確に定められており、ホーム

ページや学校案内で公開している。 

学校の目的･育成人材像などは、学生に対しては新年度のオリエンテーション時にクラス担任よ

り学生便覧等を使用し、定期的に説明・周知を図っているが、保護者に対してはコロナ以降対

面形式での保護者会を実施できていないことから不十分と思われる。 

 

学校の理念・教育目標・育成人材像等について、保護者に対してホームページやクラス担任と

の面談のみならず、対面形式の保護者会を実施するなど、自己評価結果・学校関係者評価結果

等を通じて、周知徹底の機会を増やすことが必要と感じる。 

将来構想は、１０年後を見据えた学校の存立基盤と社会的役割（地域貢献やリカレント教育等）

を整理し、戦略的なビジョンを持つ必要がある。 

 

学生に対してはオリエンテーションやホームルーム・個別面談を通じて、保護者に対しては保

護者会（対面・オンライン）を通じて定期的に学校情報の発信を強化し、連携を密にしながら情

報共有を図り、学校の理念・目的・育成人材像等について周知徹底に努め、学校運営・教育活動

に対しての理解・協力を得ていく。 

将来構想については、業界のニーズや市場分析・他校との差別化要因を整理し、カリキュラム

の見直しや新学科設立等を含め、プロジェクトチームを発足し検討を行っていくと共に、全教

職員が必要性を共通認識として、会議等で情報共有を図る。 

 



（２）学校運営 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・目的等に沿った運営方針が策定されているか 

 
４  ３  ２  １ 

・運営方針に沿った事業計画が策定されているか 

 
４  ３  ２  １ 

・運営組織や意思決定機能は、規則等において明確化 

 されているか、有効に機能しているか 
４  ３  ２  １ 

・業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が 

 整備されているか 
４  ３  ２  １ 

・教育活動等に関する情報公開が適切になされているか 

 
４  ３  ２  １ 

・情報システム化等による業務の効率化が図れているか 

 
４  ３  ２  １ 

 

① 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

 

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的等に沿った運営方針、事業計画は適切に策定されており、運営組織や意思決定機能は運営

会議や教員会議、規則等において明確化され有効に機能していると思われる。 

業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制も概ね整備されている。 

教育活動等に関する情報公開については、授業科目やシラバス等はホームページで適切に公開・

更新を行っており、ＳＮＳ等により学生に対し逐次情報提供・共有を行っている。 

情報システム化等による業務の効率化については、一昨年度より新校務システム（スクールリ

ーダー）が学園グループ共通で導入され運用しているが、より一層の業務効率化を目指し本校

オリジナルの学生管理システムの開発に着手している。 

学生の個人情報に関して一部が紙ベースで運用されたままとなっているため、改善の余地が見

受けられる。 

情報システム化による業務の効率化を目指すにあたり、ハード・ソフト・セキュリティー等の導

入・更新が必要となるが、経費節減が求められているため整備が遅れている。 

また、本校オリジナルの学生管理システムの開発に、一部の教職員に負担がかかっていること

から、それに対応できる人材の育成やマニュアルの整備などが必要と感じる。 

ペーパーレス化促進による業務効率改善、セキュリティ強化、コスト削減。 

新校務システム及び本校オリジナルの学生管理システムの併用による業務の効率化・迅速化を

進めていくとともに、セキュリティ強化を行う。 

また、ＡＩを活用した情報の分析を行うと共に、教職員間での情報共有を徹底することで業務

の効率化促進を図っていく。 

 



（３）教育活動 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定

されているか 
４  ３  ２  １ 

・教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた修業年

限に対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確

にされているか 

４  ３  ２  １ 

・カリキュラムは体系的に編成されているか ４  ３  ２  １ 

・キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキ

ュラムや教育方法の工夫・開発などが実施されている

か 

４  ３  ２  １ 

・関連分野の企業・関係施設等や業界団体等との連携によ  

 り、カリキュラムの作成・見直し等が行われているか 
４  ３  ２  １ 

・関連分野における実践的な職業教育（産学連携による 

 インターンシップ、実技・実習等）が体系的に位置づけ

られているか 

４  ３  ２  １ 

・授業評価の実施・評価体制はあるか ４  ３  ２  １ 

・職業教育に対する外部関係者からの評価を取り入れて

いるか 
４  ３  ２  １ 

・成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確にな

っているか 
４  ３  ２  １ 

・資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの中での 

 体系的な位置づけはあるか 
４  ３  ２  １ 

・人材育成目標の達成に向け授業を行うことができる要

件を備えた教員を確保しているか 
４  ３  ２  １ 

・関連分野における業界等との連携において優れた教員

（本務・兼務含む）を確保するなどマネジメントが行われ   

ているか 

４  ３  ２  １ 

・関連分野における先端的な知識・技能等を修得するため  

 の研修や教員の指導力育成など資質向上のための取組

が行われているか 

４  ３  ２  １ 

・職員の能力開発のための研修等が行われているか ４  ３  ２  １ 

① 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等は策定されており、育成人材像や業界のニー

ズを踏まえた修業年限に対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確にされている。 

関連分野における実践的な職業教育は各学年で臨床実習において実施するとともに、企業参画

型授業等を通じ行っている。 

成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は学生便覧への記載、ホームページで公開しており

明確になっている。また、学生に対し新年度のオリエンテーションや個別面談を通じ定期的に

説明し、周知徹底を図っている。 

教員の指導力育成、職員の能力開発の為の研修等は組織的に行われておらず、各教職員の自主

性に任せきりになっている。 

学生による授業評価アンケートの再開と客観的な教育評価に基づく改善の実施。 

教員の指導力育成・資質向上及び職員の能力開発の為の組織的な研修等の参加及び実施。 

関連団体（全国柔道整復学校協会・東京都私学財団等）が実施する人材育成のための研修等の

情報収集・共有の仕組みを構築し、組織的かつ各教職員が積極的に参加できる体制を整える。 



（４）学修成果 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・就職率の向上が図られているか 

 
４  ３  ２  １ 

・資格取得率の向上が図られているか 

 
４  ３  ２  １ 

・退学率の低減が図られているか 

 
４  ３  ２  １ 

・卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握している  

 か 
４  ３  ２  １ 

・卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活

動に活用されているか 
４  ３  ２  １ 

 

① 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３年生のみならず、１・２年生も早期から就職に関心を持たせるよう業界関連企業を招致して

就職説明会を実施し、学生と企業のマッチングを行っている。また、求人票は校内掲示板及び

ホームページで随時最新情報を閲覧できるよう整備されており、クラス担任・就職担当職員が

細かいサポートに努めた結果、希望就職率は１００％を維持している。 

資格取得率の向上に関しては国家試験対策講座、校内・校外模擬試験、放課後のフォローアッ

プによる学力不振者の補習等を実施したが、全国平均を超えるまでには至らなかった。また、

国家試験不合格者に対して卒業後も合格保証制度による授業聴講等を実施し、再チャレンジへ

の支援・指導体制を設け国家試験合格率向上に努めているが、途中で来なくなる者も多く既卒

者の合格率は厳しい状況が続いている。 

退学率の低減についてはクラス担任による個別面談を通じて、学生個々の修学状況を把握して

学習指導を行うとともに、外部委託のスクールカウンセリングを活用しながら対応しているが、

心身の不調や進路変更を理由とした退学が１年次で続いている。 

卒業生の状況は、教職員が個別に把握するに留まり、学校全体として情報集約を適切に実施で

きていなかったが、校友会組織の再編成が行われたことを機に徐々に把握に向け動き始めた。

また、卒業生の活躍について学校案内等で紹介を行い、広報活動において連携が進み始めた。 

資格取得率向上に向けた模擬試験、国家試験対策講座の内容などについては、実施時期・回数

の検討・改善を行う。 

学生個々の状況（基礎学力・修学環境等）を学生個別面談で早期把握を行い、外部カウンセラ

ーを併用しながらケアに努め退学防止に繋げる。 

卒業生の就業状況等実情を把握し、教育活動・広報活動へ有効活用する手段について校友会と

連携を強化する。 

 

本校オリジナルの学生管理システムを活用し、面談内容や出欠席状況などを教職員で組織的に

情報共有できる体制へ転換し、外部カウンセリングと連携して退学率低減を図る。 

定期試験や模擬試験のデータをＡＩで分析し、学生個々の弱点を見出しそれに基づいたフォロ

ーを徹底して行い、合格率向上へ繋げていく。 

また、１年次から就職活動に対する意識を高めることで、国家資格取得の重要性・必要性を実感

させ、３年次は早い段階で内定を獲得し、国家試験受験に専念できる環境を整え合格率向上に

結び付ける。 

卒業生の就業状況把握に向けて、校友会と協力してアンケート調査等を行うとともに、卒業生

の就職先訪問を積極的に実施し、卒業後のキャリア形成を学校の教育活動・広報活動に有効的

に活用する。 



（５）学生支援 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・進路・就職に関する支援体制は整備されているか 

 
４  ３  ２  １ 

・学生相談に関する体制は整備されているか 

 
４  ３  ２  １ 

・学生に対する経済的な支援体制は整備されているか 

 
４  ３  ２  １ 

・学生の健康管理を担う組織体制はあるか 

 
４  ３  ２  １ 

・課外活動に対する支援体制は整備されているか 

 
４  ３  ２  １ 

・学生の生活環境への支援は行われているか 

 
４  ３  ２  １ 

・保護者と適切に連携しているか 

 
４  ３  ２  １ 

・卒業生への支援体制はあるか 

 
４  ３  ２  １ 

・社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されている

か 
４  ３  ２  １ 

・高校・高等専修学校との連携によるキャリア教育・職業

教育の取組が行われているか 
４  ３  ２  １ 

 

① 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

 

進路・就職に関する支援や学生相談はクラス担任が行っている他、就職担当職員も一緒にサポ

ートを行っている。また、外部委託のスクールカウンセリングを併用して学生相談を行ってお

り、カウンセリングは学生だけではなく保護者も利用できる体制を整えている。 

学生に対する経済的な支援体制は、学校独自の特別奨学生制度（学費の一部免除）を設け支援

を行うとともに、高等教育無償化新制度の条件をクリアするなど奨学金を活用したサポートを

行っている。また、接骨院等の医療施設で研修を兼ねたアルバイトを紹介し、在学中から実際

の現場で学びながら収入が得られる環境を整え支援を行っている。 

健康管理は定期健康診断を実施し、診断結果を学校医が確認した後、結果に問題のあった学生

に対して適切なアドバイスを行い管理している。 

保護者との連携は、ホームルームリポート（学校通信）の配信を通じ、学校情報の提供・共有

を行っていたが業務負担増により一時休止となっている。また、欠席・遅刻の多い学生など問

題のある学生の保護者との連携はクラス担任が行っているが、問題の無い学生の保護者とは保

護者会を行っていない事などから接点がない。 

卒業生への支援は、国家試験再チャレンジに向けたサポート体制とホームページでの求人情報

閲覧の環境は整備されている。講習会等の有益な情報提供などは校友会の再始動により準備を

始めた。 

 

ホームルームリポート（学校通信）の再開と保護者会実施による保護者との連携。 

校友会と連携した学生の課外活動支援、卒業生に対する各種支援体制の整備。 

 

 

校友会支援体制を整備し、学生の課外活動及び卒業生に対するキャリアアップ支援環境を整え

教育活動・広報活動に反映させていく。また、高等学校や地域スポーツチームとの連携強化に

よる学生の課外活動拡充及びキャリア教育・職業教育との連携に結び付ける。 

 



（６）教育環境 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整

備されているか 
４  ３  ２  １ 

・防災に対する体制は整備されているか 

 
４  ３  ２  １ 

 

① 現状 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

（７）学生の受入募集 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・学生募集活動は、適正に行われているか 

 
４  ３  ２  １ 

・学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられてい

るか 
４  ３  ２  １ 

 

① 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

 

 

経年劣化による施設・設備の不具合については、随時修繕・更新を実施しており、定員数に応

じた教育上必要性のあるものに関しては概ね整備されている。 

防災体制は防災法に則り、耐火設備や緊急時の体制を整え、消防設備点検・建築設備点検等に

より安全管理に努めている。また、学生に対し定期的に防災教育を実施し、周知を行っている。 

学生が快適かつ安全に学べるよう学習環境の整備等を逐次実施しているが、老朽化に伴い、継

続的な施設・設備の修繕・更新が必要。多額の費用を要する案件もあり、計画的な対応が求め

られている。 

接骨院で導入されつつある超音波画像診断装置（エコー）導入に向けた準備等。 

 

 

施設・設備の定期的・継続的な点検・修繕（応急処置）と優先順位を踏まえた更新の実施。 

 

学生募集活動は入学実績校を中心に定期的に高校訪問を実施し、在校生・卒業生の近況報告を

行い信頼関係構築・連携強化に努めている他、オープンキャンパス等来校者の情報は進路指導

担当教員と随時情報共有を図り入学者確保に努めている。また、 

教育成果は、学校案内やホームページ・ＳＮＳ・各種広報媒体を通じ伝えており、オープンキ

ャンパスや高校内進路ガイダンス等においても参加者に直接伝えている。 

募集定員を満たしていないものの、前年度まで入学者は微増していた。 

募集定員充足に向けた認知拡大及びオープンキャンパス等イベント来校者の増員と、出願率向

上の為の施策検討。 

他校との差別化及び高校新卒者だけでなく、既卒者等ターゲット層拡大の為の施策検討。 

高校内進路ガイダンスや部活動訪問を積極的に行い、入学希望者に対し直接アプローチを行う

ことで来校促進、出願・入学者の増加を図り定員充足を目指す。 

オープンキャンパス参加者のニーズに沿った説明・体験実習内容を検討し、在校生スタッフを

活用した雰囲気づくりを行うとともに、保護者へのアプローチを強化する。 



（８）財務 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・中長期的に学校の財務基盤は安定しているか 

 
４  ３  ２  １ 

・予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか 

 
４  ３  ２  １ 

・財務について会計監査が適切に行われているか 

 
４  ３  ２  １ 

・財務情報公開の体制整備はできているか 

 
４  ３  ２  １ 

 

① 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育目標との整合性を図り、単年度予算、中期計画を策定しており、適正な執行に努めている。 

負債は無く健全な学校運営に努めているが、募集定員を満たしていないことにより単年度決算

ベースでは支出超過となっている。 

私立学校法及び寄附行為に基づき適切に監査を実施しており、財務情報についてホームページ

で公開している。 

 

コスト削減、人件費の抑制等。 

募集定員の確保による財務基盤の更なる安定化。 

 

募集定員の確保による財務基盤の更なる安定化。 

 



（９）法令等の遵守 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされ

ているか 
４  ３  ２  １ 

・個人情報に関し、その保護のための対策がとられている

か 
４  ３  ２  １ 

・自己評価の実施と問題点の改善を行っているか 

 
４  ３  ２  １ 

・自己評価結果を公開しているか 

 
４  ３  ２  １ 

 

① 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営はされている。 

個人情報の保護については、適切に保管および管理されているが、各教職員の管理するＰＣ内

のデータは規程がなく個人裁量となっている。 

自己評価を実施し、問題点の改善は随時取り組んでいるが、すぐに改善できない事項もあり、改

善にはもうしばらく時間を必要とする。 

自己評価結果はホームページで公開している。 

 

個人情報の取扱いに関する研修の実施及び学内規程の策定。 

情報管理体制の整備及び電子データのセキュリティ強化。 

自己評価結果における問題点を教職員全員が理解・共有し、優先事項に従い改善実行が必要。 

 

サーバー及び校務ＰＣ更新等環境整備。 

新校務システム（スクールリーダー）及び本校オリジナルの学生管理システムによる情報管理体

制の整備とデータの取り扱いに関する学内規程の策定。 

自己評価結果の問題点改善のためのプロジェクトを設置し、改善策の検討及び改善優先順位の

確立と適切な業務分担による改善の実施。 

 

 



（１０）社会貢献・地域貢献 

評  価  項  目 
適切・・・４、ほぼ適切・・・３ 

やや不適切・・・２、不適切・・・１ 
・学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を

行っているか 
４  ３  ２  １ 

・学生のボランティア活動を奨励、支援しているか 

 
４  ３  ２  １ 

・地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等を含  

 む）の受託等を積極的に実施しているか 
４  ３  ２  １ 

 

① 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 課題  

 

 

 

 

 

③ 今後の改善方策 

 

 

 

 

 

附属あけぼの整骨院の内装改修及び新機材を導入してリニューアルを行い、臨床実習施設を地

域住民の健康促進に役立てている。 

立川市と連携し、立川シティハーフマラソンで医療救護班として学生ボランティアの派遣を継

続して行っている。 

立川市健康づくり事業連携事業者登録を行い、地域に対する公開講座等の依頼に対応できる環

境を整えているが依頼がないため実施には至っていない。 

 

立川市や近隣地域団体との交流及び連携強化。 

本校の特性を生かした実施可能な社会貢献・地域貢献の検討と支援環境の整備。 

地域の提携しているスポーツチーム（フットサル・バスケットボール）や立川市等行政、東京都

柔道整復師会多摩中央支部などと協力し、スポーツトレーナー養成コース学生によるトレーナ

ー活動を通じたボランティア活動や地域貢献、学業とリンクする幅広い活動の実施に向け積極

的に連携及び情報発信を行っていく。 

社会貢献・地域貢献・ボランティア活動実施に向け準備を整えるとともに、ホームページやＳＮ

Ｓによる情報発信を通じて、近隣地域に対し積極的にＰＲ活動を行っていく。 

立川市健康づくり事業連携事業者登録のＰＲ活動。 


